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Ⅰ．調査要領 

(1) 調査目的

島根県における設備投資動向を把握することを目的に、毎年６月に調査を実施。

(2) 調査方法

個別企業に対するアンケート方式により、前年度設備投資実績、当年度及び翌年度の

設備投資計画について調査（調査票送付。必要に応じ電話聞き取り等により補足）。 

設備投資額は工事ベースの金額であり、原則として、建設仮勘定を含む有形固定資産の

新規計上額（売却、滅失、減価償却を控除せず）。 

(3) 調査回答期限

２０２２年６月２４日

(4) 調査対象企業

島根県に事業所を有する、原則として資本金1億円以上の企業（一部資本金1億円未

満の企業を含む。金融・保険業を除く）。 

回答企業数は以下のとおり。 

 島 根 県          153社 

 中  国  地  方            778社 

 全 国           5,493 社 

なお、島根県に本社が所在する対象企業 70 社については、61 社（回答率 87.1％）

から回答を得た。 

(5) 分類基準

主業基準分類（企業の主たる業種に基づき分類）で集計。
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Ⅱ．調査結果の概要 

１．2021年度設備投資実績 

2021年度の島根県の設備投資実績は、全産業で6.4％減少した。 

製造業（20.9％減）は、輸送用機械などが増加したものの、生産設備増強が完了した

電気機械、鉄鋼などにより減少した。 

非製造業（1.3％減）は、全体では微減したものの、電力・ガスを除けば、卸売・小売、

サービスなどが寄与し大幅に増加した（38.2％）。

２．2022年度設備投資計画 

(1)概要 

2022年度の島根県の設備投資計画は、非製造業で46.4％と大幅に減少するものの製造

業は26.8％と増加し、全産業では8.3％増加する。 

 (2)業種別動向 

① 製造業（前年度比26.8％増）

紙・パルプや輸送用機械が減少するものの、電気機械が大幅に増加することから、

26.8％と増加する。

主な個別業種の動向は、以下のとおり。 

（注）（  ）内は、対前年度増減率（2021年度実績（対2020年度実績）→2022年度計画（対2021年度 

  実績）、単位：％）、右の数値は2022年度計画額の全産業に占める構成比（単位：％）を示す。 

電気機械  ： 生産設備増強などにより大幅増加 

（▲34.1 → 70.3）56.5

鉄鋼  ： 生産設備増強などにより増加 

（▲26.1 → 30.5）17.3
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紙・パルプ       ： 生産設備更新の完了などにより減少 

（68.9 → ▲78.3）1.8 

輸送用機械  ： 生産設備更新の完了などにより減少 

（140.4 → ▲42.3）3.3 

② 非製造業（前年度比46.4％減）

不動産や通信・情報、サービスを中心に多くの個別業種で減少することから、46.4％

と大幅に減少する。 

主な個別業種の動向は、以下のとおり。 

（注）（  ）内は、対前年度増減率（2021年度実績（対2020年度実績）→2022年度計画（対2021年度 

実績）、単位：％）、右の数値は2022年度計画額の全産業に占める構成比（単位：％）を示す。 

不動産   ：  ホテル建設、店舗改装が完了したため減少

（▲7.7 → ▲85.1）0.9

通信・情報  ： 光線路設備増強（FTTH化）が完了したため減少 

（41.3 → ▲59.6）2.0 

サービス  ： ホテル改修などが完了したことなどにより減少

（314.2 → ▲63.8）1.3 

運輸 ： 設備更新などにより増加 

（▲24.4 → 21.4）1.7

(3)企業規模別動向 

 大企業（資本金10億円以上）の2022年度設備投資計画は、全産業で8.6％減少する。 

製造業は、鉄鋼などが増加するものの、過去の生産設備更新が完了する紙・パルプを中

心に、16.8％減少する。 

非製造業は、新規出店や改装などにより卸売・小売が牽引し、41.9％と大幅に増加する。 

また、中堅企業（資本金10億円未満）については、14.6％増加する。 

製造業は、生産設備を増強する電気機械や鉄鋼を中心に、46.5％と大幅に増加する。 
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非製造業は、ホテル建設が完了する不動産およびサービス、光線路設備増強（FTTH化）

が完了する通信・情報が大きく影響し、62.1％と大幅に減少する。 

３．2022年度島根県地元企業の設備投資動向 

   島根県地元企業（島根県内に本社を置く企業）の2022年度設備投資計画は、全産業で

45.6％増加する。製造業は電気機械などが増加することから、76.6％と大幅に増加する。

非製造業は、不動産、通信・情報の減少により15.8％と減少する。 

以   上 
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